
論文　斜張力を受けるプレストレスト鉄筋コンクリート壁のひび割れ挙動

吉岡　智和*1・入倉　洋一郎*2・大久保　全陸*3

要旨：プレストレス導入による鉄筋コンクリート壁の損傷低減効果に着目し，ＰＣ鋼棒によ

り１方向もしくは２方向からプレストレスを導入した鉄筋コンクリート壁のせん断載荷実験

を実施し，壁に生じるひび割れ性状に与えるプレストレスの影響を検討した。実験結果から，

壁に生じるひび割れ本数，総ひび割れ長さおよび総残留ひび割れ幅に対するプレストレスの

大きさ並びに経験せん断変形角の影響を定性的に明らかにした。
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1.　はじめに

筆者らは，耐震壁を含む鉄筋コンクリート壁

（以下，ＲＣ壁）に関して，地震により発生す

る損傷を抑制し，少ない補修で再利用可能にす

る手法として，ＰＣ鋼棒を利用して壁にプレス

トレスを導入し補強する構法に着目した。この

ようなプレストレスを導入するＲＣ壁に関して，

これまで幾つかの研究が行われている。例えば，

宮井ら１）はプレストレスを導入したＲＣ壁の曲

げせん断載荷実験を実施し，プレストレス導入

ＲＣ壁の耐力と変形性能について報告を行って

いる。しかしながら，これらの既往の研究には，

プレストレス導入ＲＣ壁に生じる地震時損傷に

ついての量的な報告が少なく，プレスレス導入

によるＲＣ壁の損傷抑制効果は必ずしも明らか

ではない。

そこで，本研究では，ＰＣ鋼棒により１方向

もしくは２方向よりプレストレスを導入したＲ

Ｃ壁および無拘束ＲＣ壁のせん断型載荷実験を

実施し，壁に生じるひび割れ挙動に対するプレ

ストレスの影響を検討した。本報告は，得られ

た実験結果を，ＲＣ壁に発生する地震時損傷に

対するプレストレス効果の観点から整理し報告

するものである。

2.　実験概要

2.1　試験体

図-1 に試験体の形状，配筋およびＰＣ鋼棒の

配置を示す。試験部分のＲＣ壁の寸法は，厚さ

60mm×内法高さ 700mm×内法スパン 700mm

で，壁筋として D6 を 100mm 間隔でシングル

配筋（壁筋比 ps=0.53％）している。試験体に

は，壁の外側に配置したアンボンドＰＣ鋼棒に

よりプレストレスを導入した。なお，ＰＣ鋼棒

の壁断面積に対する割合を壁筋比と同様の方法

で求めると ps=1.36％となる。試験体に使用し
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図-1　試験体形状および配筋
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たコンクリートおよび鋼材の材料試験の結果を

表-1および表-2に示す。

本実験では，水平方向（１方向）からＰＣ鋼

棒によりプレストレスを導入した試験体(PC1)，

水平，鉛直両方向（２方向）からプレストレス

を導入した試験体(PC2)，並びに比較のための

無拘束ＲＣ壁試験体(RC)を計画した。なお，PC2

には，PC 鋼棒の初期導入張力を PC1 と同等に

した PC2(1)と，初期導入張力を PC2(1)に対し

て２倍に増加した PC2(2)の２つの TestRun を

同一試験体で実施した。なお，各試験体のプレ

ストレスは，実験開始直前に導入した。

図-2 に，線形ＦＥＭ解析により求めた初期導

入プレストレスにより壁中央断面に発生する 45

度方向応力度 iσ45の分布を示す。なお，各ＰＣ

鋼棒が負担する圧縮力は，PC2(1)試験体の壁中

央断面の iσ45 が均等に分布するように，位置

Ａ：Ｂ：Ｃで 6：1：6に設定した。

2.2　計測方法および載荷方法

図-3 に試験体に取付けた変位計の位置および

斜張力の作用位置を示す。計測には，壁の平均

せん断変形角γを算定するために壁対角方向の

伸縮を計測する変位計と，壁に発生したひび割

れ幅の開閉を計測するために対角線より 75mm

下方に配置した変位計をそれぞれ使用した。

加力は，壁の対角方向に圧縮力を交互に加え

て，壁に斜張力を作用させるせん断型載荷とし

た。載荷履歴として，RC，PC1，PC2(1)試験

体では平均せん断変形角γ(×10-3rad)＝±1，

±2，±3，±4 とし，PC2(2)試験体ではγ(×

10-3rad)＝±1，±2，±3を計画した。

3.　実験結果

3.1 せん断応力度とせん断変形角の関係
本節では，各試験体の平均せん断応力度τと

せん断変形角γの関係についての実験結果を示

し，ＲＣ壁の強度と変形の関係に与える初期導

入プレストレスの影響を確認する。図-4 に平均

せん断応力度とせん断変形角の包絡線を，表-3

に初斜めひび割れ発生時強度τｃとせん断弾性

表-1　コンクリートの材料試験結果

表-2　鋼材の材料試験結果

図-2　壁に生じる 45度方向応力度 iσ45 図-3　変位計測位置ならびに加力位置
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係数Ｇおよび終局強度τｕの実験値と計算値の

比較を示す。なお，図および表中に示した平均

せん断応力度は，試験体に作用する斜張力の水

平成分を壁厚(60ｍｍ)および周辺枠材中心間距

離(800ｍｍ)で除した値としている。また，図中

に示した○印は初斜めひび割れ発生時を，●印

は最大強度時をそれぞれ示している。比較に用

いた初斜めひび割れ発生時のせん断応力度τｃ

とせん断弾性係数Ｇの計算値は，壁に生じる最

大引張主応力度がコンクリートの割裂強度

(1.79MPa)に達した時点の平均せん断応力度お

よびせん断弾性係数を線形ＦＥＭ解析により計

算したもので，終局強度τｕは文献 2）に示さ

れる耐震壁のせん断強度式を準用し算定した。

図および表より分かるように，初斜めひび割

れ強度および終局強度は初期導入プレストレス

により生じる 45 度方向応力度 iσ45の増加に伴

い上昇した。また，RCおよび PC1試験体では，

γ=-3/1000 の時点において，壁中央の圧縮スト

ラットの圧壊により破壊に至った。一方，PC2(1)

試験体では，γ＝-4/1000 直前に最大耐力を観

測した後やや耐力は低下したが，本実験の変形

範囲では明確な破壊は観察されなかった。また，

初斜めひび割れ強度τｃおよびせん断弾性係数

Ｇの実験値は計算値と概ね一致した。

3.2　PC鋼棒による拘束力の変動

ここでは，各試験体の載荷時に壁板の膨張に

より生じる PC 鋼棒の拘束力の増加について検

討する。図-5 に各載荷サイクルの変形ピーク時

における PC 鋼棒の拘束力の増加量を壁板と周

辺枠材の断面積の和で除した平均拘束応力度の

増分⊿σと変形ピーク時のせん断変形角γp の

関係を示す。

全ての試験体で，PC 鋼棒の拘束方向にかか

わらず，⊿σはγp の増加とともに線形に増加

し，増加割合も概ね一致した。また，全試験体

で，PC鋼棒の伸びは弾性範囲内であった。

以降，本報告では，PC 鋼棒による拘束力を

表す指標として，各サイクル変形ピーク時にお

ける壁板の膨張に伴う拘束力の増分を加味した

水平・垂直方向の平均拘束応力度の相加平均を

45度方向応力度σ45と定義し検討を行う。また，
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表-3　実験結果一覧
実験値 計算
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図-5　PC鋼棒の拘束力の変動



本報告では，PC鋼棒の拘束効果のみに着目し，

周辺フレームの影響およびそれらの相互作用に

よる影響は，今後の検討課題とする。

3.3　ひび割れ本数および総ひび割れ長さ

ここでは，壁に生じた斜めひび割れ本数およ

び総ひび割れ長さに対する PC 鋼棒による拘束

効果の影響を確認する。図-6 にγ=3/1000 載荷

終了時に壁面に生じたひび割れ分布を，図-7 か

ら図-10 にひび割れ本数ｎcおよび総ひび割れ長

さΣＬcと経験せん断変形角γｐおよび PC 鋼棒

による 45 度方向応力度σ45 の関係を示す。な

お，ひび割れ本数は壁対角線と交差したひび割

れの総数を，総ひび割れ長さはひび割れを表す

線分データ群の長さの総和を表している。また，

　　　図-7　

　　　図-9　
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経験せん断変形角は試験体が除荷前のサイクル

で経験した最大せん断変形角を表している。以

降文中では，経験せん断変形角はγｐ，45 度方

向応力度はσ45の記号により記述する。

図-6 に示すように，RC 試験体と PC 鋼棒に

より拘束した PC1，PC2(1)では，γ=3/1000載

荷終了時のひび割れ分布に相違が観られ，RC

試験体ではひび割れが壁全体に広く発生するの

に対し，PC1，PC2(1)試験体ではひび割れが対

角方向の一定幅の帯部分に集中し発生した。な

お，各載荷サイクルで同一試験体に用いて初期

導入張力を２倍にした PC2(2)試験体のひび割

れ分布は，PC2(1)試験体と同様であった。

図-7，8 に示すように，ひび割れ本数 ncは，

いずれの試験体においてもγp が大きくなるに

つれ増加し，γpが同じ場合にはσ45が大きいほ

ど発生するひび割れ本数は少なくなる傾向が観

られる。上記のひび割れ本数とγp，σ45との相

関を表す回帰式を図-7中に実線で表す。

また，総ひび割れ長さΣＬcについても，図-9，

10 に示すように，図-7，8 に示したひび割れ本

数の場合とほぼ同様の相関が，γpおよびσ45と

の間に観られた。総ひび割れ長さとγp，σ45 と

の相関を表す回帰式を図-9中に実線で表す。

3.4　ひび割れ幅

ここでは，ＲＣ壁の地震時損傷を表す指標の

１つである変形ピーク時および除荷後の平均ひ

び割れ幅に対する PC 鋼棒による拘束効果の影

響を確認する。図-11，12 に変形ピーク時の平

均ひび割れ幅 Wpとγpおよびσ45との関係を，

図-13，14に除荷後の残留平均ひび割れ幅Ｗ0と

γp およびσ45 の関係を示す。なお， 図-11 ～

図-14に使用した平均ひび割れ幅として，図-3 に

示す壁面上の各対角方向に配置した各々５個の

変位計により計測したひび割れ幅の総和をそれ

ら変位計と交差したひび割れの本数で除した値

を用いた。

図-12 が示すように，変形ピーク時の平均ひ

　　　図-11　平均ひび割れ幅Wpとγpの関係　　　　図-12　平均ひび割れ幅Wpとσ45の関係

　図-13　残留平均ひび割れ幅W0とγpの関係　　  図-14　残留平均ひび割れ幅W0とσ45の関係
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び割れ幅Ｗ p とσ 45 の間には，σ 45=0.60～

0.88MPa となる PC1 の結果を除くと，ほとん

ど相関は認められない。一方，平均ひび割れ幅

Ｗp はγp の増加とともに線形に増加し，図-11

中に示す回帰式で表される相関が認められた。

図-14 に示すように，除荷後の残留平均ひび

割れ幅Ｗ0とσ45の間には，σ45=0.60～0.88MPa

となるＰC1の結果を除くと，σ45の増加につれ

残留平均ひび割れ幅Ｗ0 が減少する傾向があっ

た。一方，残留平均ひび割れ幅Ｗ0 はγpの増加

とともに大きくなる傾向が観られた。

なお，PC１試験体のひび割れ幅が他の試験体

に比較し大きくなったのは，壁面に発生したひ

び割れの総数に対して，変位計で幅を計測でき

たひび割れの数が少なかったことと，計測した

ひび割れ幅がその内の１箇所のひび割れに集中

した結果であると考えられる。なお，PC１試験

体で１箇所のひび割れに変形が集中した原因は

今後の検討課題である。

最後に，除荷後の残留平均ひび割れ幅Ｗ0 を

無次元化し評価するため，残留平均ひび割れ幅

の総和を壁対角長さで除した 45 度方向残留平

均ひずみε45を定義し，それに対するγpおよび

σ45 の影響を考察した。図-15，16 に除荷後の

45 度方向残留平均ひずみε45 とγp およびσ45

の関係を示す。なお，図中のε45は，図-3 に示

す変位計で計測した壁の対角方向残留伸びを内

法対角長さで除した値としている。

図-15 に示すように，残留平均ひずみε45 は

γp の上昇に伴い増加し，ε45 の増加率はγp が

大きくなるほど高くなる傾向を示した。また，

図-16 に観られるように，同一の経験せん断変

形角γpレベルで観ると，残留平均ひずみε45は

σ45 が大きくなるほど減少する傾向が観察され

た。上記の残留平均ひずみε45 とγp およびσ45

の相関を表す回帰式を式(1)に示す。

ここで，iσ45 は初期プレストレスによる

度方向応力度を，⊿σ45 は 45 度方向応力度

増分を表す。

4.まとめ

PC 鋼棒によりプレスレトスを導入したＲ

壁のせん断載荷実験を実施した結果，本実験

範囲内において，プレストレス導入による地

時損傷低減効果として，発生するひび割れ本

の減少，総ひび割れ長さの減少および除荷後

残留するひび割れ幅の総和の減少を確認でき

その実験結果を定性的に表す回帰式を示した
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